
　　消費税率（国・地方）が、平成２６年４月１日に５％から８％へ引き上げられたことに伴い、消費税収

（現行分の地方消費税を除く。）については、その使途を明確にし、社会保障財源化することとされてお

り、地方公共団体においても、地方消費税収の引き上げ分をすべて社会保障施策に要する経費に充

てるものとされています。

　　以上の趣旨を踏まえ、令和元年度長万部町一般会計予算における地方消費税市町村交付金（社

会保障財源化分）の社会保障施策経費への充当状況について、下記のとおり報告します。

記

（歳入） 市町村交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税
（社会保障財源
化分の市町村

177,125 129,144 7,051 40,930

心身障害者特別対策費 177,125 129,144 7,051 40,930

68,175 459 8,067 2,714 56,935

社会福祉総務費 3,459 138 3,321

予防費 90 3 87

老人福祉総務費 41,875 459 8,006 1,667 31,743

地域会館等管理費 848 61 34 753

社会教育総務費 50 2 48

その他 21,853 870 20,983

205,712 70,998 12,020 8,190 114,504

一般管理費 6,340 252 6,088

社会福祉総務費 7,300 291 7,009

心身障害者特別対策費 4,740 189 4,551

児童福祉総務費 6,044 241 5,803

児童措置費 180,741 70,998 12,020 7,195 90,528

公債費 547 22 525

17,175 2,128 684 14,363

社会福祉総務費 17,125 2,128 682 14,315

労働諸費 50 2 48

468,187 202,729 20,087 18,639 226,732

高齢者福祉事業

令和元年度長万部町一般会計予算における地方消費税市町村交付金（社
会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要す
る経費について

４３,０００千円

１,０８０,２１９千円

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

社会福祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

社会福祉事業

小　　計



【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税
（社会保障財源
化分の市町村

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

84,607 34,839 3,368 46,400

社会福祉総務費 84,607 34,839 3,368 46,400

135,603 24,035 5,398 106,170

後期高齢者医療費 135,603 24,035 5,398 106,170

152,929 1,554 6,088 145,287

老人福祉費 152,929 1,554 6,088 145,287

373,139 60,428 14,854 297,857

37,952 10,940 7,508 1,510 17,994

心身障害者特別対策費 23,853 5,973 6,000 949 10,931

ひとり親家庭福祉費 5,760 1,113 800 229 3,618

児童福祉総務費 8,339 3,854 708 332 3,445

172,599 6,870 165,729

保健衛生総務費 2,599 103 2,496

病院事業費 170,000 6,767 163,233

28,342 360 1,079 1,127 25,776

一般管理費 39 1 38

老人福祉センター施設費 39 1 38

児童措置費 39 1 38

保健衛生総務費 20 1 19

予防費 27,812 360 1,079 1,107 25,266

公園費 39 1 38

常備消防費 116 5 111

学校管理費 116 5 111

社会教育総務費 122 5 117

238,893 11,300 8,587 9,507 209,499

1,080,219 274,457 28,674 43,000 734,088

医療給付事業

社会保険

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

小　　計

保健衛生

医療確保事業

疾病予防対策事業

小　　計

合　　計


